
平成31年度 会派調査研究報告書
（視察先1箇所につき1枚）

会 派 名 石合祐太

事 業 名 先進地視察「子育て環境日本一の実現に向けた取り組みについて」

事 業 区 分 ① 研究研修 ②調 査

1 上田市での課題と研修・調査の目的

子育て環境が整い、全国的な注目を集める松江市の取り組みに学ぶ中で上田市の子育て環境のさ

らなる充実を図る目的で調査を行った。

子どもを中心に据え、地域住民の皆様、地元企業の協力体制をどのように構築するか、特別な支

援が必要なお子さんへの対応をどう図るかを今後の市政への提言において役立ててまいりたい。

2 実施概要

実施日時 視察先 島根県松江市

令和元年7月 16日 16:00～17:30 担当部局 松江市教育委員会子育て課

報告内容（感想、市政に活かせること）

1．視察先の概要

人口 203,787 人 面積 572.99㎢ 置市 1889 年 4月 1日

発足 2005年 3月 31日

2．視察先の特徴

県の東部、山陰のほぼ中央に位置し、宍道湖、中海、日本海

という水域に囲まれた水郷都市。古代出雲文化圏にあり、奈良

時代には国庁や国分寺がおかれ、江戸時代には堀尾氏3代、京

極氏1代、松平氏10代が治めた城下町。小泉八雲の文筆を通

じて世界的に著名であることから、国の「松江国際文化観光都

市建設法」による国際観光文化都市となっている。

3．視察事項について

（1）松江市子ども・子育て支援事業計画の基本理念は「みんなで子どもを育む子育て環境日本一・

松江」としているが、子育て環境の充実に取り組むこととなった経過について

平成24年 8月に成立した「子ども・子育て関連3法」に基づき、幼児期の学校教育と保育、地域

の子育て支援の量の拡充や質の向上を進めていく「子ども・子育て支援新制度」が平成 27年 4月 1

日から本格施行。平成 22 年 3 月に策定した「松江市次世代育成支援行動計画（後期計画）」を継承

し、良質で適切な子ども・子育て支援を総合的かつ効率的に提供できるよう松江市の実情に応じた



計画を策定したものである。

（2）子ども・子育て支援事業の取り組みについて

①子どものための教育・保育の充実

・質の高い就学前の保育・教育の提供

ポイント：平成29年度に年度途中の待機児童解消をめざし、私立保育所に保育士確保のため

の経費を助成。保育・教育の質の向上に向け、保育所・幼稚園への訪問指導や職

員研修実施等の実施。

・就学前教育から小学校教育への円滑な接続の促進

ポイント：市内の保育所・幼稚園で同じ視点をもって子どもを保育・教育を行い幼児期の教

育の充実と小学校への滑らかな接続に向け「松江市保幼小接続カリキュラム」を

実践

・地域の教育力を活かした学校教育の充実

ポイント：小中一貫教育（学園教育）を推進

・人権教育、乳幼児期からの心と体を育む体験、食育・歯育推進、青少年育成

②子どものための保護者支援

子どもを安心して産み育てられる環境づくりをし、子どもの健やかな育ちにつながるよう保

護者支援の取り組み

・親子の健康づくり

ポイント：妊産婦検診を14回助成。母子保健コーディネーターによるサービス調整、総合的

な相談対応。

・地域子ども・子育て支援事業の充実

ポイント：利用者支援事業を実施し、充実した支援事業を保護者が円滑に利用できるよう取

り組み。利用についての相談に応じる。児童の健全育成や保護者の就労支援のた

め児童クラブの時間延長など必要なサービスを提供。

・特別な支援が必要な子どもに対する支援体制の充実

ポイント：教育・保健・福祉・医療などの関係機関が情報共有し合い、乳幼児期から青年期

に向けた一貫した早期発見・相談支援体制の充実

・家庭・地域の子育て力向上、保護者負担軽減、結婚対策充実

③子どものための安全・安心の環境づくり

・子どもの安心して育つ権利を尊重した環境づくり

ポイント：子どもの人権尊重の啓発、児童虐待防止、ひとり親家庭の自立支援の推進、

貧困世帯の子どもへの対応、子どもを犯罪から守るための活動

④地域や企業とともに取り組む子育て環境の向上

・行政に加え、地域・企業を含め社会全体で子育て中の保護者に寄り添い支える。

ポイント：子ども・子育てを地域で支える取り組み、遊び場・生活環境の充実、企業における



仕事と子育ての両立への支援、男性の育児参加促進

（3）子ども・子育て支援事業に対する市民の受けとめについて

平成30年 12月から31年 1月にかけて実施した「子ども子育て支援制度ニーズ調査」において、

4000人の保護者対象に調査票を送付し、回答があった2052件の内容は次のもの。（回答率51．3％）

多い意見は、児童クラブについて「更なる充実を望む」、「保育所と同じように時間延長を」、「民

間と公設の児童クラブの料金差を埋める支援策を取ってほしい」など。

また、施策への評価としては「医療費無料は助かる」、「子育て支援は他市と比べ充実している」、

「就学前支援が松江市は充実している」ということなどが出されている。

（4）事業の課題

幼児教育期における被認知能力の向上をはかること。

これまでは保護者支援を中心とする施策に取り組んできたが、今後はより子どもの視点での子育

ち支援を重視していくことが求められている。

（5）発達障がいのお子さんへの対応

平成23年 4月 1日に松江市発達・教育相談支援センター『エスコ』を立ち上げた。

就学前相談が多いことから、早期段階からの取り組みに努めている。

幼稚園等へエスコ職員が行き、相談等支援。困り感を取り除くことを意識。

所長「保護者の困りごと、保育者の困りごと、子どもの困りごと、それぞれの視点が必要」

乳幼児期から小中学校の学齢期、そして青年期に向けて、切れ目のない支援をめざしている。ま

た、保護者の相談や在籍園（所）及び学校に対しての専門巡回相談や就学相談などを実施している。

【まとめ（上田市に活かせること）】

就学前など早期段階での支援策が充実しており、子育て世代の移住定住にも魅力があることが分

かった。一方で、ニーズ調査にも「子どもが大きくなるにつれ、支援が薄くなっていく気がする。

中学生以降の方がお金がかかり、そこへの支援もお願いしたい」という指摘や「保育所整備や待機

児童の解消も大切だが、親と子が安心して子育てできる環境づくりが本質。市独自でさらに子ども

のためになる施策を打ち出すことが必要」という意見も見られた。

子育て・子育ちの視点での施策を展開している上田市においても、具体的取組において松江市の

取り組みを参考にしつつ、さらなる施策の充実を求めたい。

また、上田市の発達相談センターにあたる松江市発達・教育相談支援センター『エスコ』は教育

委員会部局で教育に関わる関係者との連携で切れ目ない支援をめざすとしている。

上田市の現状を踏まえる中で、より悩みを抱えたお子さんやご家族の利益にかなう方向を模索し

ていきたい。



令和元年度 会派調査研究報告書
（視察先1箇所につき1枚）

会 派 名 石合祐太

事 業 名 先進地視察「福知山公立大学について」

事 業 区 分 ① 研究研修 ②調 査

1 上田市での課題と研修・調査の目的

平成29年4月1日に長野大学が上田市を設立団体とする公立大学法人長野大学として生まれ変わ

り3年目であるが、受験者数が激増、偏差値が急伸した状況がある。

今回視察に行かせていただいた福知山公立大学は市と民間の公私協力方式の私立大として 2000

年に京都創成大学として開学、10年に成美大学に改称した。しかし、定員割れが続いて経営難に陥

り、今年度から公立化し再スタートし、長野大学と同じように受験者数・偏差値ともに大きく伸び

ている点が共通する。

公立化後、抱えている課題を整理し、今後の大学改革への提言につなぐべく調査を行ったもので

ある。

2 実施概要

実施日時 視察先 京都府福知山市

令和元年7月 17日 14:30～16:30 担当部局 福知山市市長公室大学政策課

報告内容（感想、市政に活かせること）

1．視察先の概要

人口 79,095人 面積 552.54㎢ 発足 1937年 4月 1日

2．視察先の特徴

府北西部に位置し、西は兵庫県と接する。京都市からは60km、大阪市からは70kmの距離にあり、

明智光秀が築いた福知山城を中心とした城下町として栄えた。明治以降は北近畿の鉄道・道路の要

衝で商都として発展。近年は国内有数の内陸型工場団地を有する。市域の林野率は約 76％と山間部

が多く、郊外では多種多品目の農林作物が栽培されている。

3．視察事項について

（1）成美大学が福知山公立大学に移行する経過について

平成22年：成美大学に改称

26年：公立大学設置基本計画「教育のまち福知山『学びの拠点』基本構想」策定

27年：「公立大学設置準備委員会」設置、福知山市議会が公立化（開学予定2016年 4

月）に向けた関連議案を可決

28年 4月 1日：福知山公立大学に移行。



29年：情報学部の新設を柱とする公立大学の将来構想『知の拠点』整備構想」策定

（2）学生数、志願者数、財政状況について

学生数：令和元年469名（30年度 366名、29年度 267名）

見通し：令和2年 606名、令和5年以降814名

志願者数について、公立移行他大学と比較し公立化以降の低迷が見られる。収支も現状のままの



推移であれば、志願者の減少幅に鑑み、厳しい運営が予測される。

（3）開学によるメリットについて

イ．教育の質の向上

①主体的な学びの支援

②高大接続の入学者選抜方法の策定－北近畿50の高校と連携

③学位授与の明確化

ロ．業務運営の改善及び効率化に関する目標達成

①学長中心の管理体制－理事長（学長）を中心とし、教員、職員、学生がそれぞれの特性を

活かし、協力して法人経営・大学運営に取り組む。

②外部意見の取り込み－福知山市議会や公立大学法人福知山公立大学評価委員会、市民、企

業、各種団体等からの要望や意見を真摯に受け止め、法人経営・大学運営に反映する。

（4）第 1期中期計画（平成28年 4月～平成34年3月）で未達成の内容について

①人事評価制度の導入－試行中

②自己財源の増加－大学施設利用料について未徴収

（5）学部再編等の新たな施策について

2020年度設置に向け、情報学部の認可申請中

（6）まちかどキャンパス吹風舎（ふくちしゃ）

大学教職員・学生が集い、地域の方々との相互交流の場として機能している。大学から事務の方

が詰めておられ、サポートをされている。図書

館、ギャラリー、放送局、ゼミ活動拠点、公開

講座、地域共同企画事業の場としての役割をめ

ざしている。

【まとめ・市政に活かせることなど】

お話をお聞きする中で、理事長と学長が同一

の方であるということがわかり、長野大学との

違いである。

また、地元以外の学生が多くを占める状況も

共通し、卒業後の地域への定着が大きな課題である。

人事評価制度への取り組みもこれからということであり、職員の人材育成を基軸に据えた評価制

度について検討と具体を進める必要を感じたところである。

長野大学より 1 年早く公立化した福知山公立大学で抱えている課題は長野大学は直面し、対処し
なければならない課題でもある。引き続き、動向を注視し市民に開かれ、多くの方の期待に応える

公立大学法人の運営に対して設立団体である市としてより積極的に提言していけるよう、今回の調

査を参考としてまいりたい。



令和元年度 会派調査研究報告書
（視察先1箇所につき1枚）

会 派 名 石合祐太

事 業 名 先進地視察「亀岡市立地適正化計画について」

事 業 区 分 ① 研究研修 ②調 査

1 上田市での課題と研修・調査の目的

近年、我が国における人口減少と高齢化を背景に、高齢者や子育て世代にとって、安心できる健

康で快適な生活環境を実現することや、財政面及び経済面において持続可能な自治体経営を可能と

することが課題となっていることから上田市は、趨勢として将来訪れる人口減少社会に対して、持

続可能な都市構造の構築を進めるための基本方針等を定めた「上田市立地適正化計画」を平成31年

3月に策定した。

計画についてともに平成31年 3月策定と同時期策定であること、上田市は千曲川・亀岡市は桂川

を境に都市整備が進んでいることなど共通点が見られることから、今後の上田市の都市建設への提

言に活かす目的で調査を行った。

2 実施概要

実施日時 視察先 京都府亀岡市

令和元年7月 18日 10:15～11:45 担当部局 亀岡市まちづくり推進部都市計画課

報告内容（感想、市政に活かせること）

1．視察先の概要

人口 89,783人 面積 224.80㎢ 発足 1955年 1月 1日

2．視察先の特徴

京都市の西に位置し、古来より都と山陰を結ぶ交通の要衝として栄えた。現在は電車で京都駅ま

で約 20 分、大阪市へは約 60 分と利便性も高く、住宅都市として府内 3位の人口を有する。自然が

多く残り、保津川下りや嵯峨野トロッコ列車などの観光資源を持ち、また、府内最大の穀倉地帯で

もあり、京野菜や亀岡牛などの特産品がある。

3．視察事項について

（1）計画策定の背景について

亀岡市では、第4次亀岡市総合計画の目指す都市像を実現するための重点施策である「定住促進・

少子化対策」「安全・安心の推進」「にぎわいの創出」の地域課題への対応、また亀岡市都市計画マ

スタープランの方針である「集約拠点ネットワーク型都市」の形成を実現・実行するため、居住や

都市機能の誘導に係る具体的な方策を検討し、公共交通ネットワークとの連携により、持続的に発

展する集約型の都市構造への転換を掲げ、立地適正化計画を作成したものである。



イメージ図（国土交通省立地適正化計画概要パンフレットより）

（2）位置づけと役割について

図のように上位計画のもと、関連する個別計画との連携を図る中で居住・都市機能の 2 つの誘導

施策を打ち出すこととしている。また、土地利用誘導に併せ、交通施策や公共施設、医療・福祉関

係との連携も必須となっている。

（3）拠点区域とそれ以外の区域での計画に対する受け止め方の違いについて

都市計画審議会でも不安視する声はあった。総合計画との整合を図り、市街化区域（居住誘導区

域・都市機能誘導区域外）にあってもメリハリのある土地利用により、一定の人口密度を維持する

ことで、人口減少社会にあっても継続する都市機能の維持・向上をめざしている。



（4）将来見通しにおける亀岡市の課題

①人口減少に伴い、地域コミュニティの維持や地域の活性化に大きな影響

②高齢者が関わる事故の防止と公共交通ネットワークの充実による誰もが安心して暮らせる環境

の整備

③既成市街地の土地利用密度低下に伴うまちの空洞化

④厳しい財政状況が見込まれるため効率的な財政運営

（5）居住誘導のための施策と居住誘導区域外における対応

すべての人口や住宅を居住誘導区域に集約させるものではないことから、居住誘導区域外におい

ても良好な環境や生活の利便性が損なわれるものではないとしている。

（6）誘導施設の立地誘導のための施策

誘導施設の中心拠点は亀岡駅、地域拠点は亀岡駅以外の市内各駅、地域（交流）拠点は京都先端

科学大学を位置付けている。



【まとめ（上田市に活かせること）】

同時期に立地適正化計画を策定した亀岡市の状況を見させていただく中で、上田市としても共通する課

題や今後対応を迫られる点を確認した。

居住誘導区域、都市機能誘導区域外の地域居住者に対する環境、利便性を低下させず、自治体の特色を

活かした活気あるまちづくりに向けて、この計画をどのように活かしていくかが今後においても大変重要

な課題である。

引き続き、亀岡市や他自治体の動向に注視しつつ、上田市における立地適正化計画の効果が発揮される

よう、チェックしていきたい。


